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【要約】	
	
The effectiveness of cost reduction with charge displays on test ordering 
under the health insurance system in Japan 
（検査費用表示による検査費削減効果の国内検討）	
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序論 
	 日本において、高騰する医療費抑制は喫緊の課題である。経済協力開発機構
（OECD）の報告によると、2013 年度の日本における医療支出の対 GDP 比は 10.2%	
(OECD 加盟国内 8位)	であり、経年的に増加傾向にある。日本は国民皆保険制度
やフリーアクセスにより、患者が医療機関にアクセスしやすい環境を構築して
きた。しかし、この環境は人口 1000 人当たりの医師数が 2.4 人（同 29 位）と
少ないにも関わらず、患者 1 人当たりの年間平均受診回数が 12.9 回（同 2 位）
と頻回受診する形態を招いた。結果として短くなる一人あたりの診察時間を補
うために、出来高払い制度と相俟って検査中心の診療となり、医療費高騰の大
きな要因になっている。	
	 海外諸国では、過剰な検査の削減を目的に様々なタイプの介入の効果が実証
されてきたが、日本での有用性は確認されていない。介入の一つとして、オー
ダリングシステムへの検査費用表示は簡便に施行可能であり、これまでアメリ
カを中心に、フランス、スウェーデン、南アフリカで費用削減効果が実証され
てきた。本研究では、フリーアクセスが保証され、また、患者の窓口負担が比
較的少ない国民皆保険制度のためにコスト意識が乏しくなっている日本のレジ
デントを対象に、検査費用表示による検査費削減効果を検証することとした。
もし検査費用表示が無駄な検査削減への意識・行動変容につながれば、実現可
能な医療費高騰抑止方略となりうる。	
	
方法	
	 2015年 4月から2016年 3月の間に千葉大学医学部附属病院総合診療科(当科)	
をローテートした卒後1年目のレジデント9名、卒後2年目のレジデント10名、
そして、当科専攻医 8名の計 27 名を本研究の対象とした。本研究は、千葉大学
大学院医学研究院倫理審査委員会で承認を得た後、対象者には書面でのインフ
ォームドコンセントを得た上で実施された。	
	 日本の 2 次医療機関における一般内科初診外来の設定の下、対象者にケース
ミックスを考慮した模擬症例を 28 題与え、前後半計 60 分の回答時間内に最も
疑う診断名を記述させた上で、必要と考える検査を配布した表から選択させた。
対象者はランダムにチーム A と B に振り分けられ、前半の回答では検査費用が
表示されない状態で(非表示群)、チーム A は問題 1〜14 に、チーム B は問題 15
〜28 に回答した。後半では検査費用が表示された状態で(表示群)、チーム A は
問題 15〜28 を、チーム Bは問題 1〜14 に回答した。	
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	 主要アウトカムを 2 群間における 1 症例あたりの検査費用総額の差とした。
また、2群間における 1症例当たりの画像検査費用の差、画像以外の検査費用の
差、正解の疾患が想起された割合の差、診断に必須な検査が選択された割合の
差を副次アウトカムに設定した。尚、本研究における「診断に必須な検査」は、
当科教員によるフォーカス・グループ・ディスカッションで決定した。	
	 2 群間における 1症例当たりの検査費用総額の差、画像検査費用の差、画像以
外の検査費用の差を Mann-Whitney	U	test を用いて検証した。また、2群間にお
ける正解の疾患が想起された割合の差と、診断に必須な検査が選択された割合
の差については、いずれも chi-square	test を用いて検証した。	
	 前述のパイロット研究の結果を踏まえた上で、αエラーを 0.05、βエラーを
0.2（検出力を 0.8）と見積もると、非表示群と表示群の 2 群間においてケース
スタディ	28 例で検査費用の差を比較するためには、少なくとも 13 名の対象者
がサンプルサイズとして必要と考えられたため、本研究ではそれ以上の人数を
募った。	
	
結果	
	 1 症例当たりの検査費用総額の中央値は、非表示群が 12,255 円	(四分位範囲：
5,040-23,695 円)、表示群が 9,425 円	(四分位範囲：2,320-21,700 円)であり、
差は 2,830 円で表示群が有意に低い結果であった	(p=0.002)。1 症例当たりの画
像検査費用の中央値は、非表示群が 1,420 円	(四分位範囲：0-15,861 円)、表示
群が 1,420 円	(四分位範囲：0-15,700 円)であり、差は 0 円で	2 群間に有意差
を認めなかった	(p=0.72)。1 症例当たりの画像以外の検査費用の中央値は、非
表示群が 7,050 円	(四分位範囲：1,300-12,715 円)、表示群が 4,685 円	(四分位
範囲：0-9,905 円)であり、差は 2,365 円で表示群が有意に低い結果であった	
(p<	.001)。	
	 正解の疾患が想起された問題の割合は、非表示群が 372/378	問	(98.4%)、表
示群が	369/378	問	(97.6%)	であり、2群間に有意差を認めなかった	(p=0.43)。
診断に必須な検査が選択された問題の割合は、非表示群が361/378問	(95.5%)、
表示群が 363/378 問(96.0%)であり、2 群間に有意差は認めなかった	(p=0.72)。	
	
考察	
	 本研究の結果より、卒後 1年目・2年目のレジデントと専攻医を対象に、2次
医療機関の一般内科初診外来をセッティングとした模擬症例において、検査費
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用表示による検査費削減効果が示された。これは臨床情報から想起した疾患に 2
群間で差がなかったことから、検査費用表示そのものの効果と考えられる。よ
って、検査費用表示は日本のレジデントの行動変容を促し、高騰化する医療費
を抑制する方策の一つになりうる。さらに、これまでに教育的介入によるコス
ト削減を示した研究があるが、現場の負担が大きいとされる。本研究における
介入は簡便かつオーダーの度に繰り返し費用を学習できる教育効果が期待され
るため、検査費用の削減に対して実用性が高いと考えられる。	
	 副次アウトカムより、2 群間で正しく疾患を想起できた割合に差はなかった。
費用表示によるコスト削減効果を示した過去の報告では、想起疾患の差や被検
者の能力差について検討されていなかったが、本研究ではコスト削減の要因が
検査費用表示であり、想起疾患の差による影響はないことが示された。また、2
群間で必須検査の選択割合に差はなかった。過去の研究でも、検査費用表示で
必須検査は割愛されなかった。検査費用表示により削減されるのは過剰な検査
のみであると考えられる。	
	 本研究におけるいくつかの限界を示す。まず、本研究は二次医療機関の一般
内科初診外来をセッティングとした模擬症例を用いて示された結果であるため、
一・三次医療機関、内科以外の診療科、入院・救急・外来再診症例といった種々
のセッティングも踏まえた検証が必要と考える。二つ目に、本研究の対象は卒
後 1年目・2年目のレジデントと専攻医であったが、更に経験年数を積んだ医師
も対象に含めた検証が必要と考える。三つ目に、本研究における診断に必須な
検査は、フォーカス・グループ・ディスカッションで決定された診断に関する
ものに限定されており、必ずしもコンセンサスを得られたものではなかった。
実際の臨床で診断に必須な検査を選定するには、疾患の診療や治療を担当する
専門医を含めた医療従事者における協議や診療ガイドライン、エビデンス、各
検査の特徴を踏まえて検証することが必要と考える。	
	 結語として、本研究では検査費用表示が、国民皆保険制度やフリーアクセス
の医療制度によりコスト意識が乏しい日本のレジデントにおいても、医療費を
意識した診療への行動変容を起こし、医療費を抑制する方策の一つになる可能
性が示された。今後は、本邦の実際の診療において検査費用表示による検査費
削減効果の有用性を示せるか検証したい。	
	
